
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新しい資本主義の 

グランドデザイン及び実行計画 

2023改訂版 
 

 

 

 

 

 

  

 
令和５年６月16日 

  

shimadamshr
フリーテキスト
参考資料　抜粋



 

 

 

新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 

2023改訂版 
（目次） 

Ⅰ．資本主義のバージョンアップに向けて .................... 1 
１．新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画の改訂の考え方 ........ 1 
２．市場の失敗の是正と普遍的価値の擁護 ................................ 1 
３．「市場も国家も」による課題解決と新たな市場・成長、国民の持続的な幸福実

現 ............................................................... 2 
４．経済安全保障の徹底 ................................................ 3 

Ⅱ．新しい資本主義を実現する上での考え方 .................. 3 
１．分配の目詰まりを解消し、更なる成長を実現 .......................... 3 
２．技術革新に併せた官民連携で成長力を確保 ............................ 3 
３．民間も公的役割を担う社会を実現 .................................... 4 

Ⅲ．人への投資・構造的賃上げと「三位一体の労働市場改革の指針」
 ..................................................... 4 

（１）三位一体の労働市場改革の指針の基本的考え方 ....................... 4 
（２）目標 ............................................................. 6 
（３）改革の方向性 ..................................................... 6 
（４）リ・スキリングによる能力向上支援 ................................. 7 
（５）個々の企業の実態に応じた職務給の導入 ............................. 9 
（６）成長分野への労働移動の円滑化 .................................... 11 
（７）多様性の尊重と格差の是正 ........................................ 13 
（８）国家公務員の育成・評価に関する仕組みの改革 ...................... 15 
（９）三位一体の労働市場改革の指針の関連事項 .......................... 15 

Ⅳ．ＧＸ・ＤＸ等への投資 ................................ 16 
１．レジリエンス上の日本の優位性と国内企業立地促進・高度外国人材の呼び込

み ................................................................ 16 
（１）国内企業立地促進の考え方と戦略分野 .............................. 16 

（２）戦略分野への対応（半導体、蓄電池、バイオものづくり、データセンター

等） ............................................................ 17 
（３）横断的環境整備 .................................................. 18 
（４）高度外国人材の呼び込み .......................................... 19 
２．ＧＸ・エネルギー安全保障 ......................................... 19 
（１）エネルギー安定供給の確保を大前提としたＧＸに向けた脱炭素の取組 .. 20 
（２）「成長志向型カーボンプライシング構想」の実現・実行 .............. 23 
（３）国際展開戦略 .................................................... 25 
（４）社会全体のＧＸの推進 ............................................ 25 
（５）資源の効率的・循環的な利用 ...................................... 25 
３．食料安全保障 ..................................................... 25 



 

 

4  

が国の経済・社会システムのバージョンアップを更に加速していくことが不可欠で

あり、コストカットによる競争からマークアップの確保を通じた付加価値の創造へ

大胆に変革していく。 

 また、アイディアが実用化されるスピードが速く、新たな技術が高速でアップデ

ートされ続けるＤＸ・ＧＸ時代には、競争力の源泉は、従来型の機械設備等のモノ

ではなく、モノよりコト、有形資産より無形資産が重要になっている。そのような

時代においては、創造的なイノベーションと経済成長は、人の力が最大限発揮され

ることによってもたらされる。女性、若者、高齢者等が、それぞれの能力と経験を

活かせる社会を実現するとともに、人への惜しみない投資により、一人ひとりのス

キルを不断にアップデートしていくことが重要である。 

 

３．民間も公的役割を担う社会を実現 

多くの社会的課題を国だけが主体となって解決していくことは、困難である。社

会全体で課題解決を進めるためには、課題解決への貢献が報われるよう、市場のル

ールや法制度を見直すことにより、貢献の大きな企業に資金や人が集まる流れを誘

引し、民間が主体的に課題解決に取り組める社会を目指す必要がある。知的財産制

度や標準の整備、規制の不断の見直し、デジタル市場の環境整備、国際ルール作り

を含む経済安全保障への対応に、取り組んでいく。 

また、社会的課題の解決の担い手も、既存企業のみならず、スタートアップ、大

学やNPO等、多様化していくことが不可欠であり、民間が公的役割を担える社会を

実現していく。特に、近年、子育て問題や環境問題等、社会的課題の解決を図るイ

ンパクトスタートアップ（社会的起業家）を目指す方が増加している。こうした取組

についても、新たな官民連携の形として全面的にサポートしていく。こうした観点

から、従来の「リスク」、「リターン」に加えて「インパクト」を測定し、「課題

解決」を資本主義におけるもう一つの評価尺度としていく必要がある。 

課題解決の一つの鍵になるのは、デジタル技術の活用である。規制・制度をデジ

タル時代に合致したものにアップグレードすることで、デジタル技術を活用して課

題解決を進めることを可能にするとともに、民間の力が最大限発揮できるよう、新

しい時代にふさわしい公正な競争を確保する競争政策を推進していくことが重要で

ある。 

 

 

Ⅲ．人への投資・構造的賃上げと「三位一体の労働市場改革の指針」 
 

（１）三位一体の労働市場改革の指針の基本的考え方 

働き方は大きく変化している。「キャリアは会社から与えられるもの」から「一

人ひとりが自らのキャリアを選択する」時代となってきた。職務ごとに要求される

スキルを明らかにすることで、労働者が自分の意思でリ・スキリングを行え、職務

を選択できる制度に移行していくことが重要である。そうすることにより、内部労

働市場と外部労働市場をシームレスにつなげ、社外からの経験者採用にも門戸を開

き、労働者が自らの選択によって、社内・社外共に労働移動できるようにしていく

ことが、日本企業と日本経済の更なる成長のためにも急務である。 

これまでの我が国の賃金水準は、長期にわたり低迷してきた（先進国の１人当たり

実質賃金の推移を見ると、1991年から2021年にかけて、米国は1.52倍、英国は1.51倍、フラン
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スとドイツは1.34倍に上昇しているのに対して、日本は1.05倍1）。この間、企業は人に十

分な投資を行わず、個人は十分な自己啓発を行わない状況が継続してきた。 

ＧＸやＤＸ等の新たな潮流は、必要とされるスキルや労働需要を大きく変化させ

る。人生100年時代に入り就労期間が長期化する一方で、様々な産業の勃興・衰退

のサイクルが短期間で進む中、誰しもが生涯を通じて新たなスキルの獲得に努める

必要がある。他方で、現実には、働く個人の多くが受け身の姿勢で現在の状況に安

住しがちであるとの指摘もある。 

この問題の背景には、年功賃金制等の戦後に形成された雇用システムがある。職

務（ジョブ）やこれに要求されるスキルの基準も不明瞭なため、評価・賃金の客観性

と透明性が十分確保されておらず、個人がどう頑張ったら報われるかが分かりにく

いため、エンゲージメントが低いことに加え、転職しにくく、転職したとしても給

料アップにつながりにくかった。また、やる気があっても、スキルアップや学ぶ機

会へのアクセスの公平性が十分確保されていない。 

人口減少による労働供給制約の中で、こうしたシステムを変革し、希望する個人

が、雇用形態、年齢、性別、障害の有無を問わず、将来の労働市場の状況やその中

での働き方の選択肢を把握しながら、生涯を通じて自らの生き方・働き方を選択で

き、自らの意思で、企業内での昇任・昇給や企業外への転職による処遇改善、更に

はスタートアップ等への労働移動機会の実現のために主体的に学び、報われる社会

を作っていく必要がある。 

企業側の変革も待ったなしである。企業が人への十分な投資を行っていない間に、

諸外国との賃金格差は拡大し、先進諸国間のみならず、アジアにおける人材獲得競

争でも劣後するようになっているおそれがある。グローバル市場で競争している業

種・企業を中心に、人材獲得競争の観点からジョブ型の人事制度を導入する企業等

も増えつつあるが、そのスピードは十分ではなく、人的資本こそ企業価値向上の鍵

との認識の下、変化への対応を急ぎ、人への投資を抜本強化する必要がある。 

こうした変革においては、働き手と企業の関係も、対等に「選び、選ばれる」関

係へと変化する。一人ひとりが主役となって、キャリアは会社から与えられるもの

から、一人ひとりが自らの意思でキャリアを築き上げる時代へと、官民の連携の下、

変えていく必要がある。 

このため、リ・スキリングによる能力向上支援、個々の企業の実態に応じた職務

給の導入、成長分野への労働移動の円滑化、の三位一体の労働市場改革を行い、客

観性、透明性、公平性が確保される雇用システムへの転換を図ることが急務である。

これにより、構造的に賃金が上昇する仕組みを作っていく。 

また、構造的賃上げを行っていくためには、我が国の雇用とGDPの７割を占める

地方、中小・小規模企業の対応も鍵となる。三位一体の労働市場改革と並行して、

低生産性企業の生産性向上を図るとともに、本年３月15日の政労使の意見交換でも

基本的な合意があったように、「中小・小規模企業の賃上げには労務費の適切な転

嫁を通じた取引適正化が不可欠である」という考え方を社会全体で共有し、賃上げ

の原資を確保し、成長と“賃金上昇”の好循環を実現する価格転嫁対策を徹底する

必要がある。 

あわせて、こうした取組と生産性向上支援の取組を通じて、地域の人手不足対策

や、働く個人が安心して暮らすことができる最低賃金の引上げを実現する。 

これらの改革に、官民を挙げて、大胆に取り組むことを通じて、国際的にも競争

力のある労働市場を作っていく。 
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（２）目標  

三位一体の労働市場改革を進めることで、構造的賃上げを通じ、同じ職務である

にもかかわらず、日本企業と外国企業の間に存在する賃金格差2を、国ごとの経済事

情の差を勘案しつつ、縮小することを目指す。あわせて、性別、年齢等による賃金

格差の解消を目指す。 

また、我が国の場合、これまでは転職前後の賃金を比較すると、転職後に賃金が

減少する傾向が見られた。内部労働市場と外部労働市場の形成とそのシームレスな

接続により、転職により賃金が増加する者の割合が減少する者の割合を上回ること

を目指す。 

官民でこれらの進捗状況を確認しつつ、改革の取組を進める。 

 

（３）改革の方向性 

三位一体の労働市場改革を進めるに当たり、その前提として、在職中からのリ・

スキリング支援やコンサルティング・助言機能の強化等を含めて雇用のセーフティ

ネット機能を確保・拡充していくことが重要であり、民間の力も活用しつつ、官民

一体となったリ・スキリングやマッチング機能の強化が求められる。その際、以下

の３つの視点が重要となる。 

① 企業内の人事・賃金制度の改革等により内部労働市場が活性化されてこそ、外

部労働市場、すなわち労働市場全体も活性化する。人的資本こそ企業価値向上

の鍵との認識の下、個々の企業の実態に応じて、労使による企業内の人事・賃

金制度の見直しを中核に位置付けつつ、労働移動に対する不安感等を徐々に払

拭するとともに、人への投資の抜本強化等を通じて仮に転職しても将来戻って

来てもらえるような人材をひきつける企業を増やしていく。 

② 今回の改革は、我が国の雇用慣行の実態が変わりつつある中で、働く個人にと

っての雇用の安定性を保全しつつ、構造的賃上げを実現しようとするものであ

る。働く個人の立場に立って、円滑な労働移動の確保等を通じ、多様なキャリ

アや処遇の選択肢の提供を確保する。 

③ こうした改革を中小・小規模企業の成長機会にもつなげていく。大企業内の人

事制度が柔軟なものになれば、例えば、一定期間の中小・小規模企業への出向

や副業・兼業等を通じた経験がスキルとして客観的に認識されるようになり、

大企業と中小・小規模企業間の人材交流が活発化し、人手不足に直面する地域

の中小・小規模企業の人材支援にもつながる。あわせて、労務費等の価格転嫁

対策を徹底的に講じることにより、中小・小規模企業の収益確保に万全を期す

とともに、賃上げにつなげていく。また、リ・スキリング等に関する支援の充

実により、経済格差が教育格差を生む負のスパイラルを断ち切り、全ての人が

生きがいを感じられる社会を作ることにつなげる。 

上記の視点を踏まえつつ、以下の改革を三位一体で進めることとする。 

① リ・スキリングによる能力向上支援 

② 個々の企業の実態に応じた職務給の導入 

③ 成長分野への労働移動の円滑化 

あわせて、多様性の尊重と格差の是正を重点事項として掲げ、最低賃金の引上げ、

労務費の適正な転嫁を通じた取引適正化、正規雇用労働者・非正規雇用労働者間等

の同一労働・同一賃金制の施行の徹底、中小・小規模企業労働者のリ・スキリング
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の環境整備、キャリア教育の充実等の取組を一体的に進めることとする。 

この際、こうした改革には時間を要するものも含まれることから、一定期間ごと

に官民でその進捗を確認し、時間軸を共有しながら、計画的に見直しを行っていく。 

また、改革への対応は、業種別にも大きく異なることが想定されることから、事

業所管省庁との連携により、きめ細やかに対応を行う。 

 

（４）リ・スキリングによる能力向上支援 

①個人への直接支援の拡充 

国の在職者への学び直し支援策は、企業経由が中心となっており、現在、企業経

由が75％（771億円（人材開発支援助成金、公共職業訓練（在職者訓練）、生産性向上人材育

成支援センターの運営費交付金））、個人経由が25％（237億円（教育訓練給付））となっ

ている3。これについては、働く個人が主体的に選択可能となるよう、５年以内を目

途に、効果を検証しつつ、過半が個人経由での給付が可能となるようにし、在職者

のリ・スキリングの受講者の割合を高めていく。 

その際、業種を問わず適用可能な科目についてのリ・スキリングが、労働者の中

長期的なキャリア形成に有効4との先進諸国での経験を踏まえ、民間教育会社が実施

するトレーニング・コースや大学が実施する学位プログラム等を含め、業種・企業

を問わずスキルの証明が可能なOff-JTでの学び直しに、より重点を置く。 

業種・企業を問わず個人が習得したスキルの履歴の可視化を可能とする一助とし

て、デジタル上での資格情報の認証・表示の仕組み（オープンバッジ）の活用の推奨

を図る。 

雇用保険の教育訓練給付に関しては、高い賃金が獲得できる分野、高いエンプロ

イアビリティの向上が期待される分野5（ＩＴ、データアナリティクス、プロジェクトマ

ネジメント、技術研究、営業/マーケティング、経営・企画、観光・物流等）について、リ・

スキリングのプログラムを受講する場合の補助率や補助上限について、拡充を検討

することとし、具体的な制度設計を行う。 

特に今般拡充する部分については、在職者を含め労働者が自身の有するノウハウ

やスキル、本人の意向に応じて、リ・スキリングプログラムを受ける内容、進め方

を、コンサルティングを受けながら適切に選択できるように、ハローワーク、教育

訓練機関等で、事前に在職者へのコンサルティングとリ・スキリングの内容の妥当

性の確認を行うこととする。 

キャリアコンサルタントの役割の強化を図り、将来的には、民間に在籍するキャ

リアコンサルタントの一部にも、支援措置の妥当性の確認の役割を担わせる可否の

検討を進める。 

教育訓練給付の受給に係る手続について、オンラインを活用して受給までの効率

化を図る。 

企業経由の支援策についても、その中身を見直しつつ、必要なものについては充

実させることを検討する。この際、企業内でも訓練機会に乏しい非正規雇用労働者

等について、働きながらでも学びやすく、自らの希望に応じたキャリアアップにつ

ながる柔軟な日時や実施方法によるリ・スキリング支援を実施する。 

2033年までに日本人学生の海外留学者数50万人という新たな目標の実現に向けた

取組の中で、最近低調となっている社会人の海外大学院への留学を促進する。その

際、在職者には時間的制約があることも考慮し、オンライン留学の取組も進める。 
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②日本企業の人への投資の強化の必要性 

日本企業の人への投資（OJTを除く）は、2010年から2014年に対GDP比で0.1％にと

どまり、米国（2.08％）やフランス（1.78％）等の先進諸国に比べても低い水準にあ

る。かつ、近年、更に低下傾向にある。今後、人口減少により労働供給制約が強ま

る中、人への投資を行わない企業は、ますます優秀な人材を獲得できなくなり、そ

れは企業価値や競争力の弱体化に直結することを認識しなければならない。 

他方で、諸外国の経験を見ると、人への投資を充実した企業においては、離職率

の上昇は見られず、むしろ、自分を育てる機会を得られるとして、優秀な人材をひ

きつけることが可能となっている。 

このため、企業自身が、働く個人へのリ・スキリング支援強化を図る必要がある

ことを肝に銘じる必要がある。 

 

③「人への投資」施策パッケージのフォローアップと施策見直し 

本指針を踏まえ、パッケージの各支援策が労働者にとってより利用しやすいもの

となるよう、毎年度パッケージの実施状況をフォローアップし、その結果を翌年度

の予算内容へと反映する。 

あわせて、受講後の処遇改善・社内外への昇進・登用に与える効果について計測

し、分析を行い、施策の改善に活かす。 

 

④雇用調整助成金の見直し 

現在の雇用調整助成金は、教育訓練、出向、休業のいずれかの形態で雇用調整を

行うことによる費用を助成する制度である（大企業は1/2、中小・小規模企業は2/3を助成。

教育訓練による雇用調整の場合は１人１日当たり1,200円を追加支給）。 

本制度は、リーマンショック、コロナ禍等の急激な経済情勢の悪化に対する雇用

維持策として重要な役割を果たしたが、助成が長期にわたり継続する場合、労働者

の職業能力の維持・向上や成長分野への円滑な労働移動を阻害するおそれがあると

の指摘もある。 

このため、在職者によるリ・スキリングを強化するため6、休業よりも教育訓練に

よる雇用調整を選択しやすくするよう、助成率等の見直しを行う。教育訓練・休業

による雇用調整の場合、給付期間は１年間で100日まで、３年間で150日までである

が、例えば30日を超えるような雇用調整となる場合には、教育訓練を求めることを

原則とし、例外的にその日以降に休業によって雇用調整を行う場合は助成率を引き

下げる等の見直しを検討する。 

 

⑤デジタル分野等の講座の拡充 

デジタル分野へのリ・スキリングを強化するため、専門実践教育訓練について、

デジタル関係講座数（179講座（本年４月時点））を、2025年度末までに300講座以上に

拡大する。その際、生成ＡＩ等、今後成長が期待され、今の時代に即した分野に関

する講座の充実を図る。 

 

⑥給与所得控除におけるリ・スキリング費用の控除の仕組みの柔軟化 

給与所得控除におけるリ・スキリング費用の控除の仕組み（特定支出控除）につい

て、勤務先企業だけでなく、キャリアコンサルタントも、そのリ・スキリングが職

務に関連する旨の証明を行えるように改正した。新制度の活用状況も見ながら、更
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なる制度の柔軟化を検討する。 

 

（５）個々の企業の実態に応じた職務給の導入 

①職務給の個々の企業の実態に合った導入 

職務給の個々の企業の実態に合った導入等による構造的賃上げを通じ、同じ職務

であるにもかかわらず、日本企業と外国企業の間に存在する賃金格差を、国ごとの

経済事情の差を勘案しつつ、縮小することを目指す。 

今後年内に、職務給（ジョブ型人事）の日本企業の人材確保の上での目的、ジョブ

の整理・括り方、これらに基づく人材の配置・育成・評価方法、ポスティング制度、

リ・スキリングの方法、従業員のパフォーマンス改善計画（PIP）、賃金制度、労働

条件変更と現行法制・判例との関係、休暇制度等7について、事例を整理し、個々の

企業が制度の導入を行うために参考となるよう、多様なモデルを示す。この際、

個々の企業の実態は異なるので、企業の実態に合った改革が行えるよう、自由度を

持ったものとする。中小・小規模企業等の導入事例も紹介する。 

また、ジョブ型人事（職務給）の導入を行う場合においても、順次導入、あるいは、

その適用に当たっても、スキルだけでなく個々人のパフォーマンスや適格性を勘案

することも、あり得ることを併せて示す。 

以下、いくつかの導入事例を示すが、更に多様なモデルを示すため、既述のとお

り、年内に、個々の企業が具体的に参考にできるよう、事例集を、民間企業実務者

を中心とした分科会で取りまとめる。 

 

②給与制度・雇用制度の透明性の確保 

給与制度・雇用制度の考え方、状況を資本市場や労働市場に対して可視化するた

め、情報開示を引き続き進める。 

また、企業が有価証券報告書や統合報告書等に記載を行う際に参考となる「人的

資本可視化指針」（昨年８月策定）についても、本指針を踏まえ、年内に改訂する。 

 

③いくつかの導入事例 

職務給（ジョブ型人事）を導入している企業の導入事例をいくつか示す。 

 

ⅰ）職務給（ジョブ型人事）の導入目的 

・ 海外マーケットが拡大する中、グローバルな社会・顧客のニーズを探索し、そ

の課題を解決するサービス・ソリューションを提供するためには、①ジョブ型

を通じた組織・個人双方の成長志向の人財マネジメント、②ジョブディスクリ

プション（職務記述書）を活用した社内外からの人財配置・採用、③ジョブを活

用したリ・スキリング、が必要。【電機メーカーＨ社】 

・ ＩＴ企業からＤＸ企業に変わる手段として、事業戦略に基づいた組織デザイン

を実現するためには、年功的人事制度から脱却し、最適な人材をアサインでき

るジョブ型へと移行することが必要。【電機メーカーＦ社】 

・ グローバルに勝てる組織を確立するためには、ジョブ型を通じて、①優秀な外

部人材に対するアピール、②人材育成における専門性強化へのシフト、③キャ

リアプランの選択肢の可視化を通じた社員の自律的なキャリア形成促進、が必

要。【化粧品メーカーＳ社】 
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ⅱ）人材の配置・育成・評価方法 

・ 個別のジョブディスクリプションを全社員に公開し、そのジョブに対して「現

職者及び（社内外の）候補者・希望者の中で誰を配置するか」、「最適な人財と

して配置する具体的・客観的な理由は何か」を議論し、適任者を配置する。 

そのポジションに必要なスキルを明確化・公表することで、①社員自らが必要

なスキル・経験と現状とのギャップに気づき、②上司と相談しながらそのギャ

ップを埋めるためのリ・スキリングの計画を策定し、③本人の意思でリ・スキ

リングを実行する。また、デジタル等の職種において認定制度を設けることで、

社員本人が継続的に学ぶ意識を醸成する。 

人（職能）に紐づく国内独自の報酬制度から、管理職については、国内外のグル

ープ共通のジョブ（職務）に紐づく報酬制度へと移行し、そのジョブの内容や遂

行状況（成果・行動）に応じて処遇を決定する。【電機メーカーＨ社】 

・ 年功序列の人事制度を見直し、全従業員を職種・役割の括りでマッピングした

上で、個別のポジションごとに詳細に作成したジョブディスクリプションに基

づき、ポスティング制度も活用しながら、ジョブに対して最適な人材配置を行

っている。 

社員が自らのキャリアやリ・スキリングの内容について相談できる体制（上司と

の1on1ミーティング、キャリアコーディネーターの設置）を整備した。また、リ・ス

キリングの方法についても、階層別の一律な研修中心から、自身の特性や目指

すジョブに応じて内容を選択できる、オンデマンド型の教育中心へと転換を行

った。 

職能ベースの報酬体系を見直し、管理職についてはそのジョブに紐づく報酬を

個人の報酬にも反映する。一般社員については外部労働市場の報酬水準をベン

チマークの上、職責ごとに従来よりも細かな給与レンジを設定し、社員の貢

献・行動に基づく評価が報酬に反映されやすい仕組みとしている。【電機メー

カーＦ社】 

・ 職種間をまたぐ会社主導の一律の定期異動ではなく、基本的には同一の職種の

中で専門性強化の観点を重視して人事異動を行い、職種間の異動にはポスティ

ング制度を用いる。将来経営層を希望する人材には、自らポスティングに手挙

げして複数の職種を経験することを期待する。 

それぞれのジョブ（職務）に求められるスキル・専門性を明確にした上で、管理

職・総合職全員を対象としたキャリアワークショップ、目標設定・評価プロセ

スを通じ、社員各人に中長期的なキャリアプランを策定させ、それに基づき

リ・スキリングを行う。上司はキャリアプランの策定を支援する。 

そのジョブ（職務）に期待される成果・行動に対応する個人目標を、上司と相談

の上で事前に設定し、その達成度に応じて社員各人の評価を決定し、処遇に反

映させる。【化粧品メーカーＳ社】 

 

ⅲ）ポスティング制度 

・ ジョブディスクリプションによって、募集ポジションに求められる職務の内容、

職務に必要となるスキルを明示し、グループ内公募と経験者採用を同時募集す

る。社内人財に対しては、その人財のスキル・資格・経験・キャリア希望を本

人同意の範囲で事前に可視化し、ジョブディスクリプションに照らして、マッ

チングを行う。【電機メーカーＨ社】 
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・ ポスティングによる異動・幹部社員昇格を主軸に据え新任課長ポジションは全

て上司の推薦ではなくポスティングにより登用する、ポスティングの対象をグ

ローバル全体に拡大する等、ポスティング制度を大幅強化した結果、３年間で

国内社員の４分の１がポスティングに応募。合格しなかった社員には、どの点

が足りなかったかを必ずフィードバックし、本人のキャリア形成へと活かして

もらっている。【電機メーカーＦ社】 

・ 空きポストができたところで、随時社内でポスティングを通じた人材募集を行

い、社内の職種間での労働移動も含めて、社員本人の意思に基づく人事異動を

行う。【化粧品メーカーＳ社】 

 

ⅳ）職務給（ジョブ型人事）の導入方法 

・ ジョブを定義（ジョブディスクリプションを作成）するに当たっては、グローバル

に活動する外部の人材コンサルティング会社が保有する、グローバルに標準化

されたジョブの定義を参照し、それを自社向けにアレンジすることで、速やか

な移行が可能となった。【電機メーカーＨ社、電機メーカーＦ社、化粧品メー

カーＳ社】 

 

ⅴ）順次導入 

・ 2014年から管理職に導入。2020年、全職種・全階層のジョブディスクリプショ

ンを作成。2022年７月から全社員に導入。【電機メーカーＨ社】 

・ 2020年度から管理職に導入。2022年度から一般職に導入。【電機メーカーＦ社】 

・ 2015年から管理職に導入。2021年から一般職に導入。【化粧品メーカーＳ社】 

 

ⅵ）パフォーマンスや行動の適格性を勘案する例 

・ 「自身や他者のために正しいことを迷わず行う」、「迅速に行動し、成功に向

けて失敗から学ぶ」、「顧客に共感し、協働してイノベーションを創出する」、

「敬意を持って、積極的に発言し、他者の意見を真摯に聞く」、「自身や他者、

組織の成長を貪欲に求める」などパフォーマンスや行動の適格性の評価を踏ま

える。【電機メーカーＨ社】 

・ 社会や企業の潜在的なニーズあるいは本質的な課題を的確に捉え、チームや関

連部署と連携しながら、課題を解決する革新技術の研究開発を主体的に推進す

る役割を期待。【電機メーカーＦ社】 

・ 「自ら課題を定義/提案し、解決策の実行まで責任をもって取り組める」、「幅

広く知識/経験を吸収し、プロフェッショナルとして専門性を高める意欲があ

る」。【化粧品メーカーＳ社】 

 

（６）成長分野への労働移動の円滑化 

①失業給付制度の見直し 

自らの選択による労働移動の円滑化という観点から失業給付制度を見ると、自己

都合で離職する場合は、求職申込後２か月ないし３か月は失業給付を受給できない

と、会社都合で離職する場合と異なる要件となっている。失業給付の申請時点から

遡って例えば１年以内にリ・スキリングに取り組んでいた場合等について会社都合

の場合と同じ扱いとする等、自己都合の場合の要件を緩和する方向で具体的設計を

行う。 
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②退職所得課税制度等の見直し 

退職所得課税については、勤続20年を境に、勤続１年当たりの控除額が40万円か

ら70万円に増額されるところ、これが自らの選択による労働移動の円滑化を阻害し

ているとの指摘がある。制度変更に伴う影響に留意しつつ、本税制の見直しを行う。 

個人が掛金を拠出・運用し、転職時に年金資産を持ち運びできるiDeCo（個人型確

定拠出年金）について、拠出限度額の引上げ及び受給開始年齢の上限の引上げについ

て、来年の公的年金の財政検証に併せて結論を得る。 

 

③自己都合退職に対する障壁の除去 

民間企業の例でも、一部の企業の自己都合退職の場合の退職金の減額、勤続年

数・年齢が一定基準以下であれば退職金を不支給、といった労働慣行の見直しが必

要になり得る。 

その背景の一つに、厚生労働省が定める「モデル就業規則」において、退職金の

勤続年数による制限、自己都合退職者に対する会社都合退職者と異なる取扱いが例

示されていることが影響しているとの指摘があることから、このモデル就業規則を

改正する。 

 

④求人・求職・キャリアアップに関する官民情報の共有化 

例えば、デンマークでは、政府が、賃金、求人といった客観的な指標を民間から

集め、各職種の見通しを、緑・黄・赤といった形で半年ごとに明示する。ケースワ

ーカーはこれを参考に、良い職業に移動できるように労働者を指導する。失業給付

等の補助金の支給に当たっても、ケースワーカーのコンサルを受ける。 

我が国でも、成長分野への円滑な労働移動のため、求職・求人に関して官民が有

する基礎的情報を加工して集約し、共有して、キャリアコンサルタント（現在6.6万

人）が、その基礎的情報に基づき、働く方々のキャリアアップや転職の相談に応じ

られる体制を整備する。 

このため、 

ⅰ）ハローワークの保有する「求人・求職情報」を加工して集約し、 

ⅱ）民間人材会社の保有する「求人情報」のうち、職種・地域ごとに、求人件数・

（求人の）賃金動向・必要となるスキルについて、求人情報を匿名化して集約す

ることとし、その方法については、転職賃金相場等をまとめている人材サービ

ス産業協議会の場において検討を行う。 

ⅲ） 民間の協議会・ハローワーク等に情報を集約し、一定の要件を満たすキャリア

コンサルタントに基礎的情報を提供することとする。 

ⅳ）官においては、ハローワークにおいて、キャリアコンサルティング部門の体制

強化等のコンサルティング機能を強化し、在職時からの継続的な相談支援の充

実を図る。 

これらにより、デンマーク等におけるフレキシキュリティの一環で行われている

取組のように、官民で働く一定の要件を満たすキャリアコンサルタントが、職種・

地域ごとに、キャリアアップを考える在職者や求職者に対して、転職やキャリアア

ップに関して客観的なデータに基づいた助言・コンサルを行うことが可能となる。 

公共職業訓練制度については、申請のオンライン化やハローワークの就職データ

の活用による民間教育訓練事業者の業務の効率化を推進するとともに、現場の民間
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教育訓練事業者からの意見を直接聴取する仕組みの導入等を速やかに実現する。 

また、ハローワークにおいて推薦する職種について、転職前後の賃金を捕捉・比

較する方法を検討する。その上で、転職前後の賃金上昇可能性やその後の熟練度に

応じた更なる上昇可能性まで考慮に入れた推薦が行われるよう、制度の運営改善を

行う。 

なお、求職者が中小・小規模企業を選択肢の一つとして検討できるように、個々

の中小・小規模企業の強みや魅力についての定性的情報をキャリアコンサルタント

が求職者に対し効果的に提供する方途について検討を行う。 

 

⑤副業・兼業の奨励 

 成長分野への円滑な労働移動を図るための端緒としても、副業・兼業を奨励する。

このため、副業・兼業人材を受け入れる企業又は送り出す企業への支援等、労働者

個人が新たなキャリアに安心して移行できるようにするためのトライアル環境を整

備する。 

また、産業雇用安定助成金を活用し、企業の在籍型出向を推進する。 

 

⑥非正規雇用労働者等への支援 

非正規雇用労働者等の雇用保険対象外の求職者の労働移動についても、助言・コ

ンサル等の支援を行う。 

 

⑦厚生労働省関係の情報インフラ整備 

厚生労働省が運営する職場情報提供サイト（しょくばらぼ）の機能強化と利用促進

を図る。また、日本版O-NET（job tag）の機能強化と多様な属性の利用者に対する利

便性の向上を図る。 

 

（７）多様性の尊重と格差の是正 

①最低賃金 

最低賃金について、昨年は過去最高の引上げ額となったが、本年は、全国加重平

均1,000円を達成することを含めて、公労使三者構成の最低賃金審議会で、しっか

りと議論をいただく。 

 また、最低賃金の地域間格差に関しては、最低賃金の目安額を示すランク数を４

つから３つに見直したところであり、今後とも、地域別最低賃金の最高額に対する

最低額の比率を引き上げる等、地域間格差の是正を図る。 

本年夏以降は、1,000円達成後の最低賃金引上げの方針についても、新しい資本

主義実現会議で、議論を行う。 

 

②中小・小規模企業等の賃上げに向けた環境整備等 

中小・小規模企業の賃上げには、成長と“賃金上昇”の好循環を実現する価格転

嫁対策や生産性向上支援が不可欠であり、こうした取組を通じて、地域の人手不足

に対応するとともに、国際的な人材獲得競争に勝てるようにする。 

 

ⅰ）適切な価格転嫁対策や下請取引の適正化の推進 

中小・小規模企業の賃上げ実現には、物価上昇に負けない、適切な賃上げ原資の

確保を含めて、適正な価格転嫁の慣行をサプライチェーン全体で定着させていく必
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要がある。このため、優越的地位の濫用に関する11万名を超える規模の特別調査の

実施、重点５業種に対する立入調査の実施等、より一層、転嫁対策、下請取引の適

正化に取り組む。業界団体にも、自主行動計画の改定・徹底を求める。また、特に

労務費の転嫁状況については、政府は、公正取引委員会の協力の下、業界ごとに実

態調査を行った上で、これを踏まえて、労務費の転嫁の在り方について指針を年内

にまとめる。 

 

ⅱ）中小・小規模企業の生産性向上支援策の推進 

中小・小規模企業等の賃上げ実現に向けて、賃上げ税制や補助金等における賃上

げ企業の優遇や、ものづくり補助金、事業再構築補助金等を通じた生産性向上等へ

の支援の一層の強化に取り組む。その際、赤字法人においても賃上げを促進するた

め、課題を整理した上で、税制を含めて更なる施策を検討する。 

また、自動車産業において行われている「ミカタ」プロジェクト等を参考に、サ

プライヤーの人材に対するリ・スキリングの実施とこれらの中小・小規模企業向け

補助金による一体的な支援の他分野への横展開を図る。 

 

中小・小規模企業が従業員をリ・スキリングに送り出す場合、個人の主体的な

リ・スキリングであっても、賃金助成等の支援策の拡充を検討する。 

 

③同一労働・同一賃金制の施行の徹底 

同一企業内の正規雇用労働者と非正規雇用労働者の不合理な待遇差を禁止する同

一労働・同一賃金制の施行後も、正規雇用労働者・非正規雇用労働者間には、時給

ベースで600円程度の賃金格差が存在する。 

同一労働・同一賃金制の施行は全国47か所の都道府県労働局が実施している。全

国に321署ある労働基準監督署には指導・助言の権限がない。同一労働・同一賃金

制の施行強化を図るため、昨年12月から、労働基準監督署でも調査の試行を行い、

問題企業について、労働局に報告させることとした。 

600円程度の賃金格差が非合理的であると結論はできないが、本年３月から本格

実施された労働基準監督署による上記調査の賃金格差是正への効果を見て、年内に

順次フォローアップし、その後の進め方を検討する。この際、必要に応じ、関係機

関の体制の強化を検討する。 

同一労働・同一賃金制は、現在のガイドラインでは、正規雇用労働者と非正規雇

用労働者の間の比較で、非正規雇用労働者の待遇改善を行うものとなっているが、

職務限定社員、勤務地限定社員、時間限定社員にも考え方を広げていくことで再検

討を行う。なお、同一労働・同一賃金制は、外国人を含めて適用されることに改め

て留意する。 

 

④女性活躍推進法の開示義務化のフォローアップ 

男女の賃金差異について、女性活躍推進法の開示義務化（労働者301人以上の事業主

を対象に昨年７月施行）の対象拡大（労働者101人から300人までの事業主）の可否につい

ての方向性を得るため、開示義務化の施行後の状況をフォローアップする。 

 

⑤キャリア教育の充実 

小学校・中学校・高等学校の総合的学習の時間におけるキャリア教育を充実させ
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るべく、実施方法・事例を周知する。また、これらの学校における教育課程外の取

組も含め、起業家教育の充実を図る。 

大学においても、キャリア教育の充実を図るためのカリキュラムの拡充を進める。 

大学、高等専門学校等における人材育成の充実とキャリア意識の向上を図るため、

企業等での実務の経験を有する者の積極的な採用や、企業等から招へいする実務家

教員を大幅に拡充する。講師には、スタートアップや中小・小規模企業の経営者も

招へいする。 

また、大学や高等専門学校等において、企業活動と一体的な教育研究を促進する

ことにより、研究の社会実装と世界で戦う上で必要な高度人材育成を両輪で進める。 

企業が大学等の高等教育機関に共同講座を設置して人材育成を行う取組への支援

を強化する。 

 

⑥外国人労働者との共生の推進 

現行の技能実習制度を実態に即して発展的に解消して人材確保と人材育成を目的

とする新たな制度を創設する方向で検討する。 

また、外国人の子弟についても、その教育環境の整備を進める。 

 

（８）国家公務員の育成・評価に関する仕組みの改革 

企業の労働市場改革を進めるためには、「まず隗より始めよ」の精神で、国家公

務員の育成や評価に関する仕組みもアップデートするとともに、こうした動きを地

方公務員や独立行政法人等にも波及させていくことが必要である。 

キャリアパスや求められるスキルについても、時代に合わせた再検討が必要であ

る。社会問題の複雑化や技術の高度化に伴い、国家公務員には高いスキルや専門性

が求められるようになってきている。こうした専門性も踏まえたキャリアパスを意

識させる機会の設定や、制度の立案や現場における一定の経験のような国家公務員

がキャリアを積むにつれて備えていく能力の整理等、キャリア形成を支援する取組

を行っていく。 

高いスキル・専門性が求められる中では、これに応じたスキルアップを、一人ひ

とりの国家公務員が行動に移さなければ意味がない。現在、座学が中心となってい

る研修を、例えば参加型の形式のものを増加させる等の必要なアップデートを行う

とともに、それぞれの職責において必要とされる研修を受講するよう受講管理を厳

格化する。 

また、官民交流の本格化の観点から、官民人材の活用の在り方について検討を進

める。 

なお、国家公務員の職歴、身に付けているスキル・専門性、達成した成果や経験

値の管理の在り方について、検討を進める。 

 

（９）三位一体の労働市場改革の指針の関連事項 

①フリーランスの取引適正化 

フリーランス・事業者間取引適正化等法に基づき、フリーランスに対し業務委託

を行う事業者について、書面又は電子メール等の交付義務や報酬減額等の取引上の

禁止行為の遵守を徹底すべく、執行体制を強化するとともに、フリーランスに対す

る相談体制を充実させる。 

あわせて、フリーランス個人やフリーランス関係団体から問題事例を吸い上げる
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メカニズムを充実させるため、意見交換を行う枠組みを検討する。これらの取組か

ら得られた情報をもとに、問題事例の多い業種には集中調査を実施する等、状況の

把握に努める。 

また、事業所管省庁が、公正取引委員会及び中小企業庁と連携して、発注者側の

団体に対し、フリーランスとの取引慣行適正化を働き掛けるための枠組みを創設す

ることを検討する。 

 

②男女ともに働きやすい環境の整備 

いわゆる106万円・130万円の壁を意識せずに働くことが可能となるよう、短時間

労働者への被用者保険の適用拡大や最低賃金の引上げに取り組むことと併せて、被

用者が新たに106万円の壁を超えても手取りの逆転を生じさせないための当面の対

応を本年中に決定した上で実行し、さらに、制度の見直しに取り組む。 

 

③高等教育費の負担軽減 

 授業料等減免及び給付型奨学金について、低所得世帯の高校生の大学進学率の向

上を図るとともに、来年度から多子世帯や理工農系の学生等の中間層（世帯年収約

600万円）に拡大することに加え、執行状況や財源等を踏まえつつ、多子世帯の学生

等に対する授業料等減免について更なる支援拡充（対象年収の拡大、年収区分ごとの支

援割合の引上げ等）を検討し、必要な措置を講ずる。 

 授業料後払い制度について、まずは、来年度から修士段階の学生を対象として導

入（注）した上で、本格導入に向けた更なる検討を進める。 
（注）所得に応じた納付が始まる年収基準は 300 万円程度とするとともに、子育て期の納付に

配慮し、例えば、こどもが２人いれば、年収 400万円程度までは所得に応じた納付は始ま

らないこととする。 

 

 

Ⅳ．ＧＸ・ＤＸ等への投資 
 

１．レジリエンス上の日本の優位性と国内企業立地促進・高度外国人材の呼び込み 

（１）国内企業立地促進の考え方と戦略分野 

権威主義的、国家資本主義的国家と、自由主義、民主主義国家との対立が深刻化

する中、欧米を中心とする先進各国では、地政学的なリスクも踏まえながら、自

国・隣国・有志国へと、グローバルなサプライチェーンを移転する動きが強まって

いる。 

また、ＧＸやＤＸ等の中長期的成長が見込まれる戦略分野について、政府が大規

模・長期・包括的な支援を行うことにより、自国内への民間企業の立地・投資を誘

致する動きも強まっている。 

そうした中で、現在、コロナ禍やウクライナ侵略等を背景として、世界全体の不

確実性が高まっており、相対的に安定している我が国の政策・経済情勢や、コスト

面での我が国の立地環境の変化も踏まえ、投資先としての我が国の魅力が高まりつ

つある。 

我が国としては、この機会を捉えて、官民挙げて、設備、人材等に積極果敢な投

資を行っていくことが重要である。 

他方で、各国では、戦略分野について、５年から10年にわたる初期投資にとどま


